


≪報告事項≫ 

本報告書は、本市が PFI 事業として整備を予定している新たな劇場（市民会館

の建替え）と合わせて、既存ストックの有効活用を目的に新たな劇場駐車場として

既存改修を目指す古沢公園駐車場について、「検査済証等のない建築物の用途変更

の確認申請における建築基準法第 12 条第 5 項報告の運用基準」に準じて報告する

ものです。 
上記建築物については、土木工法による耐震改修設計及び耐震改修工事が過年

度に実施されており、法第 20 条及び関連規定にかかる部分については建築基準法

の適用を受けない「土木工作物」として取り扱うとともに、法第 20 条以外の適合

状況について、「既存建築物の現況調査ガイドライン（第２版）」（国住指第 318 号 
令和６年 12 月６日通知、令和７年３月 26 日改訂）に準じて、現地及び図面の調

査等を実施し、新たな劇場整備時に合わせた古沢公園駐車場の改修方針と合わせ

て添付し報告します。 

 
≪添付書類≫ 
 ・古沢公園駐車場建築基準法適合状況調査報告書 
 ・（別紙）要是正等箇所の対応方針について 
 ・昭和４５年度設計図（意匠）（抜粋） 

・昭和４７年度竣工図（意匠） 
 ・平成２４年３月 耐震診断報告書（抜粋） 
 ・平成２６年３月 耐震設計報告書（抜粋） 
 ・平成２８年３月古沢公園駐車場耐震補強工事竣工図（意匠）…土木工法によるもの 

別 紙 



 

 

 

 

 

 

 

古沢公園駐車場 

建築基準法適合状況調査 

報告書 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2026 年 6 月 

 

 

 

 

株式会社安井建築設計事務所 

株式会社ジャスト 

 



目           次 

 
 
 
 
 
 

1.調査概要 

 

1.1 調査目的 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 1-1 

1.2 敷地概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  1-1 

1.3 建築物の概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 1-1 

1.4 調査会社 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 1-2 

1.5 調査日 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 1-2 

1.6 調査項目 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 1-2 
 
 

2.調査要領 

 

 2.1 調査内容 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 2-1 

 2.2 調査範囲 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 2-1 

 2.3 調査方法 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 2-1 

 

 

3.調査結果 

  

 3.1 計画通知     ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 3-1 

3.2 既存不適格事項  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 3-1 

3.3 敷地と建築物の状況  ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 3-2 

 

 

 調査結果資料   ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 3-11 

 

 

 



 

1-1 

 

1．調査概要 

 

1.1 調査目的 

本調査は、古沢公園駐車場の建築物及び敷地の建築基準法への適合状況調査を行い、主に竣工

図から変更された部分について建築基準法の適合状況を確認することを目的とする。 

 

1.2 敷地概要 

地名地番  愛知県名古屋市中区金山一丁目 3番 1号 

用途区域  都市計画区域内 市街化区域 商業地域 

その他   準防火地域、南側道路境界から奥行 11mまで防火地域 

敷地面積  5,219.88㎡ （昭和 47年竣工図による） 

 

1.3 建築物の概要 

名  称  古沢公園駐車場 

用  途  自動車車庫 

構  造  鉄筋コンクリート造 

規  模  地下 2階、R階、G階  

延床面積  8,749.417㎡ （昭和 47年竣工図による） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1. 敷地位置図 

（国土地理院地図） 
調査対象敷地 
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1.4 調査会社 

・株式会社 安井建築設計事務所 名古屋事務所  

   一級建築士事務所 愛知県知事登録(い-3)第 874号 

   TEL 052-961-1861 

・株式会社 ジャスト 名古屋営業所  

一級建築士事務所 愛知県知事登録(い-4)第 11463号 

TEL 052-799-8007 

 

1.5 調査日 

2025年(令和 7年)10月 24日 

 

1.6 調査項目 

調査項目、調査内容、調査方法、調査範囲を表 1に示す。 

 

 

表 1. 調査項目 

調査項目 調査内容 調査方法 調査範囲 

遵
法
性
調
査 

建築基準法 

建築物および敷地に関する基準の適合性を確認する 

基準総則 

・確認申請手続き 

集団規定 

・斜線制限 

・容積率 

・建蔽率 

単体規定 

・避難規定 

・排煙設備 

・非常用の照明装置 

・居室の換気 

・階段の構造 

・防火区画 

建築設備 

・換気設備 

目視 

計測 
建築物 
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2．調査要領 

 

2.1 調査内容 

 

現地調査で、竣工図と相違する部分（利用形態、間仕切り変更、増築）の遵法性確認、写真撮

影、簡易的な計測を行う。 

適合性は、図 2に示す判定フローにより、第一段階で現地適合性確認、第二段階で申請時の基

準との照合、第三段階で現行基準との照合を行い、その結果を現行法適合・既存不適格・不適合

に分類し判定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 調査範囲 

 

調査範囲は、立入可能部分及び通常歩行で確認できる部分とし、天井裏や仕上げ材などで覆わ

れている隠蔽部は対象外とする。 

消防法及び、建築物の構造強度についての規定は対象外とする。 

 

 

2.3 調査方法 

 

現地調査は、目視及び手の届く範囲でのスケール等を用いた計測を行う。 

防火戸、排煙窓、非常用の照明装置、換気扇は設置状況の確認のみ行い、動作確認は行わない。

高所や隠蔽部など現地で確認できない部分は、受領資料で判断するが、受領資料で確認できない

場合には想定可能範囲内での結果を報告する。 

 

 

 

 

 

図 2. 判定フロー 

申請時の基準に適合 

現地適合性 

現行基準に適合 

現行法適合 不適合 

Yes No 

Yes No 

Yes No 

既存不適格 
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3. 調査結果 

 

3.1 計画通知（確認申請） 

 

     計画通知の履歴が確認できる資料は未受領である。 

 

 

3.2 既存不適格事項 

     

着工日が確認できないため、竣工図に記載の昭和47年を着工時期とした。 

    ※法第20条に関わる既存不適格条項は除く 

 

 

 昭和46年以前に着工した場合は、下記の条項が既存不適格となる。 

      

 

 

 

既存不適格の条項 基準時 

法第35条（令第123条第1項） 

  屋内避難階段の構造（煙感知器連動閉鎖） 
昭和49年1月1日 

法第36条（令第25条第1項）  

階段の手すり 
平成12年6月1日 

法第36条（令第112条第11項、第19項第二号） 

 竪穴区画の扉（煙感知器連動閉鎖） 
昭和49年1月1日 

法第28条の2  

石綿その他の物質の飛散又は発散に対する衛生上の措置 
平成15年7月1日 

法第28条の2 シックハウス関係 

物質の添加制限、居室の24時間換気 
平成18年10月1日 

既存不適格の条項 基準時 

法第35条（令第126条の2） 排煙設備 昭和46年1月1日 

法第35条（令第126条の4） 非常用の照明装置 昭和46年1月1日 
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3.3 敷地と建築物の状況 

建築基準法チェックシート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
チェックシートの判定は下記による 

適合       …通常歩行による現地調査にて、不適合が確認されていない 

要確認・是正   …通常歩行による現地調査にて、確認又は是正しなければならない項目が確認された 

既存不適格    …工事着工後の法改正のため適合していない 

法第18条 計画の通知 確認済証及び検査済証の交付を受けているか □ ■ □ □ 1,2,3

法第19条 敷地の衛生及び安全 敷地の高さ、雨水・排水、がけの安全確認 ■ □ □ □
法第20条 建築物の基礎 作用する荷重及び外力を安全に地番に伝え、構造耐力上安全なものか □ ■ □ □ 4

法第43条 敷地等と道路との関係 法第42条で定める道路に2m以上接しているか ■ □ □ □
法第44条 道路内の建築制限 道路内に建築物（門,塀,扉,擁壁,建築設備等を含む）が突出していないか ■ □ □ □
法第47条 壁面線による建築制限 建築物の壁,柱又は高さ2mを超える門,塀等は壁面線を越えて建築していないか □ □ □ ■
法第48条 用途地域等 用途地域に建築できる用途・規模の建築物か ■ □ □ □
法第52条 容積率の限度 容積率の算定は適切か ■ □ □ □
法第53条 建蔽率の限度 建蔽率の算定は適切か ■ □ □ □
法第56条 建築物の各部分の高さ 道路、隣地、北側の高さ制限は適切か ■ □ □ □
法第56条の2 日影による中高層の建築物の高さの制限 日影による高さ制限は適切か □ □ □ ■
法第58条 高度地区 高度地区による高さ制限は適切か □ □ □ ■
法第61条 防火地域及び準防火地域内の建築物 防火地域、準防火地域による構造制限は適切か ■ □ □ □
法第62条 防火地域及び準防火地域内の屋根 防火地域、準防火地域による屋根の構造は適切か ■ □ □ □
法第64条 看板等の防火措置 防火地域内の看板等の防火措置は適切か □ □ □ ■

避難関連規定

法第35条 避難施設（廊下、階段、出入口） 避難施設の設置および構造は適切か ■ □ □ □
法第35条 避難階段 避難階段の設置および構造は適切か □ ■ ■ □ 5～7,9,11,12

法第35条 排煙設備 排煙設備の設置および構造は適切か □ ■ □ □ 14,16,21

法第35条 非常用の照明装置 非常用照明装置の設置は適切か □ ■ □ □ 13

法第35条 非常用の進入口 非常用の進入口の設置は適切か □ □ □ ■
法第35条 敷地内の避難上及び消火上必要な通路等 敷地内通路の設置は適切か ■ □ □ □
法第35条の2 特殊建築物等の内装 内装制限は適切か □ ■ □ □ 18

法第35条の3 無窓の居室等の主要構造部 主要構造部は適切か ■ □ □ □
防火関連規定

法第2条 延焼のおそれのある部分 耐火（準耐火）建築物の延焼のおそれのある部分の措置は適切か □ □ □ ■
法第21条 大規模の建築物の主要構造部 防火上の構造制限は適切か □ □ □ ■
法第22条 屋根 法第22条指定区域内の屋根の構造制限は適切か □ □ □ ■
法第23条 外壁 法第22条指定区域内の木造建築物等の外壁の構造制限は適切か □ □ □ ■
法第25条 大規模の木造建築物等の外壁等 大規模の木造建築物等の外壁等の構造制限は適切か □ □ □ ■
法第26条 防火壁等 防火壁等の設置、構造制限は適切か □ □ □ ■
法第27条 特殊建築物 耐火建築物等としなければならない特殊建築物 ■ □ □ □
法第30条 長屋又は共同住宅の各戸の界壁 界壁,間仕切壁,隔壁の構造は適切か □ □ □ ■
法第36条 防火区画 防火区画の構造は適切か □ ■ ■ □ 5～7,9,11,12,20

法第36条 建築物の界壁、間仕切壁及び隔壁 界壁、防火上主要な間仕切りは適切か □ □ □ ■
一般構造関連規定

法第28条第1項 居室の採光 採光に有効な面積は適切か □ □ □ ■
法第28条第2項 居室の換気 換気に有効な面積は適切か □ ■ □ □ 15

法第28条第3項 換気 特殊建築物の居室又は火気使用室の換気設備は適切か □ □ □ ■
法第28条の2 石綿の飛散又は発散 アスベスト対策は適切か □ □ ■ □

法第28条の2 その他の物質の飛散又は発散 シックハウス対策は適切か □ □ ■ □
法第29条 地階の居室 技術的基準は適切か □ □ □ ■
法第36条 居室の天井の高さ 居室の天井の高さは適切か ■ □ □ □
法第36条 居室の床の高さ、防湿方法 最下階の居室の床が木造である場合,床の高さ及び防湿方法は適切か □ □ □ ■
法第36条 階段 階段の各寸法、手摺の設置は適切か ■ □ ■ □ 8,10

設備関連規定

法第31条 便所 便所の構造は適切か ■ □ □ □
法第32条 電気設備 電気設備の構造は適切か ■ □ □ □
法第33条 避雷設備 避雷設備の設置は適切か □ □ □ ■
法第34条第1項 昇降機 昇降機の構造は適切か □ □ □ ■
法第34条第2項 非常用の昇降機 非常用エレベーターの設置は適切か □ □ □ ■
法第36条 給水,排水その他の配管設備 給水,排水その他の配管設備の設置及び構造は適切か ■ □ □ □
法第36条 浄化槽 浄化槽の構造は適切か □ □ □ ■
法第36条 煙突 煙突の構造は適切か □ □ □ ■
令第9条（関係規定）

消防法　 ■ □ □ □
愛知県建築基準条例

第25条 ■ □ □ □
第26条 ■ □ □ □

要確認

是正

内容

敷地の自動車の出入口

大規模な自動車車庫

消火設備

■敷地関係

■単体規定

調査結果

写真番号
適合

該当
しな
い

既存

不適格

■基準総則
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建築基準法チェックシートの詳細は下記に示す。 

基準総則 

 

法第18条 計画の通知 要確認・是正 

建築物の建築主が建築主事を置く市である場合は、当該工事に着手する前に、その計画を建築

主事に通知し、確認済証の交付を受けた後に工事に着手し、工事完了後には完了検査済証の交付

を受けなければならない。 

 

   ・古沢公園駐車場本体建築物の計画の通知の履歴が確認できない。 （写真-1） 

 ・敷地内に建築された便所の計画の通知の履歴が確認できない。 （写真-2） 

⇒確認・是正内容：撤去予定。 

   ・敷地内に設置された器具庫が『小規模な倉庫』（愛知県建築基準法関係例規集P.7）に該当し 

ないため建築物と考えるが、計画の通知の履歴が確認できない。（写真-3） 

⇒確認・是正内容：撤去予定。 

 

敷地関係 

 

法第19条 敷地の衛生及び安全 適合 

建築物の敷地は、敷地内の排水に支障がなく、がけ崩れ等による被害を受けるおそれが無いよ

う安全上適当な措置を講じなければならない。 

 

現地目視確認により、敷地の高さは道路境界よりも高く、雨水排水に支障が無い事を確認した。

また、当該敷地内及び周囲にがけは無いため、がけ崩れ等による被害を受けるおそれはない。 

 

法第20条 建築物の基礎 要確認・是正 

    建築物の基礎は、建築物に作用する荷重及び外力を安全に地盤に伝え、かつ、構造耐力上安全

なものとしなければならない。 

 

    敷地内に増築された器具庫に基礎が設けられていない。（写真-4） 

⇒確認・是正内容：撤去予定。 

 

法第43条 敷地等と道路との関係 適合 

    建築物の敷地は、道路に2メートル以上接しなければならない。 

 

    当該敷地は、法第42条第1項第一号道路に囲まれており、建築基準法の道路に2メートル以上接

しているため適合している。 

   

法第44条 道路内の建築制限 適合 

    建築物又は擁壁は、道路内に、又は道路に突き出して建築し、又は築造してはならない。 

 

    現地目視確認により、道路内へ付き出した建築物又は擁壁が無いため適合している。 

 

法第47条 壁面線による建築制限 該当しない 

    当該敷地は法第46条による壁面線の指定はされていないため、該当しない。 

 

法第48条 用途地域等 適合 

    当該敷地は商業地域に指定されている。商業地域内においては、法別表第二（ぬ）項に掲げる

建築物は、建築してはならない。 

 

自動車車庫の用途は、（ぬ）項に該当する建築してはならない建築物に該当しないため適合し

ている。 
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法第52条 容積率の限度 適合 

    当該敷地は商業地域に指定されており、指定容積率は500％である。 

   

当該敷地面積は、昭和47年竣工図に5,219.88㎡と記載があるため、容積率500％では、許容延

べ面積は26,099.4㎡である。 

    古沢公園駐車場及び連絡通路の延べ面積は、昭和47年竣工図に8,859.245㎡とあり、増築され

た付属建築物（便所、器具庫）の床面積を考慮しても許容値以下である。 

 

法第53条 建蔽率の限度 適合 

    当該敷地は商業地域に指定されており、指定建蔽率は80％である。また、法第53条第3項第二

号（※街区の角にある敷地）に該当するため、10％を加算した90％となる。 

    当該敷地面積は、昭和47年竣工図に5,219.88㎡と記載があるため、建蔽率90％では許容建築面

積は、4,697.89㎡である。 

    古沢公園駐車場の建築面積は、昭和47年竣工図に59.76㎡（地階で地盤面上1メートル以下にあ

る部分を除く）とあり、増築された付属建築物の建築面積を考慮しても許容値以下である。 

 
 ※街区の角にある敷地：愛知県建築基準法の規定による道路及び敷地を指定（昭和25年12月26日 告示第715号）

第二号イ「街区の角にある敷地で、前面道路の幅員がそれぞれ六メートル以上、その和が十五メートル以上あり、

且つ、その道路によつて形成される角度が内角百二十度以下で、敷地境界線の総延長の三分の一以上が、それら

の道路に接するもの。」 

 

法第56条 建築物の各部分の高さ 適合 

    当該敷地は商業地域に指定されているため、下記の斜線制限を検討する必要がある。 

 

   ・道路斜線制限  

建築物の高さは、道路の反対側からの水平距離に1.5を乗じて得た数値以下とする。 

     当該敷地に接道している道路で一番狭い東側道路の幅員は、5,900㎜（現地調査簡易計測に

よる）である。道路幅員の1.5倍は8,850㎜である。敷地内の建築物で最も高い部分は、道路中

心高さよりおおよそ5,370㎜（現地調査簡易計測による）であるため、明らかに適合している。 

  

   ・隣地斜線制限 

     高さが31メートルを超える部分を有するものに高さ制限があるが、当該建築物は31メートル  

    を超える部分を有しないため、適合している。 

 

法第56条の2 日影による中高層の建築物の高さの制限 該当しない 

    当該敷地は商業地域に指定されているため日影規制は該当しない。 

 

法第58条 高度地区 該当しない 

    当該敷地は高度地区の指定はされていないため、該当しない。 

 

法第61条 防火地域及び準防火地域内の建築物 適合 

    当該敷地は準防火地域及び防火地域に指定されているため、防火地域の規制がかかり、延べ面

積が100㎡を超えるため、耐火建築物とする必要がある。 

    （昭和45年時指定：準防火地域、昭和47年9月16日：南側道路から11mまで路線防火指定） 

  

当該建築物は、RC造である。現地調査及び図上調査では、耐火建築物への明らかな不適合は確

認されていない。 

 

法第62条 防火地域及び準防火地域内の屋根 適合 

    防火地域内の建築物の屋根の構造は、市街地における火災を想定した火の粉により建築物の 

   火災の発生を防止するために屋根に必要とされる性能を有しなければならない。 
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当該建築物は、RC造である。現地調査及び図上調査では、明らかな不適合は確認されていない。 

 

法第64条 看板等の防火措置 該当しない 

    当該敷地には、建築物の屋上にあるもの、又は高さが3mを超える看板等の設置はないため、該

当しない。 

 

単体規定 

 

避難関係規定 

 

法第35条（令第119条、令第120条、令第121条、令第125条） 避難施設 適合 

    当該建築物は、延べ面積が1000㎡をこえる建築物であるため、避難施設を設けなければならな   

   い。 

    

   ・令第119条 廊下幅  

地下1階事務所前廊下、地下2階詰所前廊下、いずれも片側廊下1,200㎜以上であることを確認

した。 

   ・令第120条 直通階段の設置 

    地下1階及び地下2階から地上までの直通階段の設置を確認した。 

   ・令第121条第1項第六号ロ 2以上の直通階段の設置  

    該当しないが、各階への直通階段は4カ所確認した。 

   ・令第125条  

    避難階の階段からの歩行距離については、明らかに規定値以下である。 

 

法第35条（令第122条、令第123条） 避難階段 要確認・是正・既存不適格 

    地下2階の階に通ずる直通階段は、避難階段としなければならず、屋内から避難階段へ通ずる

出入口の戸は随時手で開けることが出来る煙感知器連動閉鎖の遮煙性能を有する防火設備とし

なければならない。（昭和49年1月1日改正） 

 

屋内避難階段に、階段以外の用途（精算機の設置）が発生していることを確認した。（写真-6） 

⇒確認・是正内容：精算機撤去予定。 

 

    避難階段の扉が熱感知による自動閉鎖式であったと思われるが、金具が撤去されている。 

    （写真-7） 

⇒確認・是正内容：撤去後改修は既存不適格ではないため、煙感知器連動閉鎖の扉へ改修。 

   

   【既存不適格】 

昭和49年1月1日に煙感知器連動閉鎖への改正がなされているため、熱感知による連動閉鎖扉は

既存不適格である。（写真-5、9、11、12） 

    ⇒既存不適格：改修時に遡及予定。 

 

法第35条（令第126条の2） 排煙設備 要確認・是正 

    排煙設備の規定は昭和46年1月1日施行であるため、昭和47年を着工時期とした場合、排煙設備

は必要である。 

専用の機械排煙設備は設置されていないが、換気機器・換気風道と兼用した排煙系統図（竣工

図）・排煙区画図（竣工図）が作成されており、換気機器・換気風道と兼用した機械排煙設備と

なっている。 

 

機械排煙設備と機械換気設備の兼用については、昭和53年9月1日発行の新訂排煙設備技術基準

（監修 建設省住宅局建築指導課）で、「空調、換気の機能を、排煙設備を利用して行う考え方

がある。…安全性については検討の余地があり、この方法を計画する場合は法第38条の特認を得
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る必要がある。」と記載されていることや、現在においては、1の防煙区画のみに係るものにつ

いては、兼用できるとされている（建築設備設計・施工上の運用指針 2019年版）ことから、排

煙規定が施行された当初は、機械換気設備と兼用した機械排煙設備が許容されていたと類推され

る。 

現地調査では、地下1階事務室、リフレッシュルーム、地下2階詰所に防煙たれ壁その他の専用

の排煙設備は確認できない。 

（写真-14、16、21） 

 

⇒確認・是正内容：現在における排煙設備の取扱いと照らし合わせ、安全側の措置として既存

の居室部分は、原則、居室として使用しない。居室として使用を継続する場合は、必要な措

置を講ずる。 

 

法第35条（令第126条の4、告示1411号） 非常用の照明装置 要確認・是正 

非常用の照明装置の規定は昭和46年1月1日施行であるため、昭和45年以前に工事着工された建

築物は既存不適格である。 

    昭和46年以降の建築物である場合、令第116条の2第1項第一号（室面積の1/20以上の開口部）

に該当する窓その他の開口部を有しない居室及びこれらの居室から地上までの経路に非常用の

照明装置を設けなければならない。 

 

    地下1階リフレッシュルームが無窓である。居室面積が30㎡以下のため、現行法では告示によ

り設置免除が出来るが、居室から地上までの経路には非常用の照明装置を設置しなければならな

い。階段には非常用の照明装置が設置されているが、リフレッシュルームから階段までの経路に 

   非常用の照明装置が設置されていない。（写真-13） 

    ⇒確認・是正内容：階段までの経路に非常用の照明装置を設置。 

 

法第35条（令第126条の6） 非常用の進入口 該当しない 

    当該建築物は3階以上に階が存在しないため、該当しない。 

 

法第35条（令第128条） 敷地内の通路 適合 

当該建築物は、延べ面積が1000㎡をこえる建築物であるため、敷地内に道路までの幅員が 

1.5m以上の避難通路を確保しなければならない。 

  

    現地目視確認で1.5ｍ以上の通路が確保されていることを確認した。 

 

法第35条の2（令第128条の4、5） 特殊建築物の内装制限 要確認・是正 

    自動車車庫の用途は、当該用途部分及びこれから地上に通ずる主たる通路の壁及び天井の室内

に面する部分の仕上げを準不燃材料としなければならない。 

 

現地目視確認では明らかな不適合は確認されていないが、昭和47年竣工図には、壁の仕上材は、

タイルとなっているため問題ないと考えるが、天井仕上げ材は「蛭（ひる）石吹付」と記載があ

り、準不燃材料以上となっているか確認ができないため懸念事項である。（写真-18） 

    ⇒確認・是正内容：準不燃材料以上であるか確認を行う。 

  

法第35条の3 無窓の居室等の主要構造部 適合 

    窓その他の開口部が居室の床面積の1/20以上又は、避難出口を有しない居室は、居室を区画す   

   る主要構造部を耐火構造とし、又は不燃材料で造らなければならない。 

     

    地下1階事務室、リフレッシュルーム、地下2階の詰所、何れもコンクリートで囲われているた

め、適合していると考える。 
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防火関係規定 

 

法第2条 延焼のおそれのある部分 該当しない 

    当該建築物に、隣地境界線または隣棟間からの延焼のおそれのある部分は生じないため、該当

しない。 

    

 

法第21条 大規模の建築物の主要構造部 該当しない 

    当該建築物はRC造のため、該当しない。 

 

法第22条 屋根 該当しない 

    当該敷地は防火地域に指定されているため、該当しない。 

   

法第23条 外壁 該当しない 

    当該敷地は防火地域に指定されているため、該当しない。 

 

法第25条 大規模の木造建築物等の外壁等 該当しない 

    当該建築物はRC造のため、該当しない。 

 

法第26条 防火壁等 該当しない 

    当該建築物は耐火建築物のため、該当しない。 

 

法第27条 特殊建築物 適合 

    法別表第一（い）項（六）に該当する自動車車庫は（に）項に該当する床面積が150㎡以上と

なる場合は、準耐火建築物としなければならない。 

 

    当該建築物は、RC造の耐火建築物のため適合していると考える。 

 

法第30条 長屋又は共同住宅の各戸の界壁 該当しない 

    当該建築物は長屋又は共同住宅ではないため、該当しない。 

 

法第36条（令第112条） 防火区画 要確認・是正・既存不適格 

    当該建築物は、防火地域に指定されており、延べ面積が100㎡を超えているため、耐火建築物

としなければならない。 

    耐火建築物は床面積1500㎡以内ごとに耐火構造の床若しくは壁又は特定防火設備で区画しなけ

ればならない。 

    また、主要構造部が耐火構造であり、地階に居室があるため、階段を竪穴区画する必要がある。 

       

防火区画形成の状況確認については、現地確認と竣工図で行っており問題ないと考えるが、 

PSDS内部はいずれも全て確認ができないため懸念事項である。 

⇒確認・是正内容：PSDS内部で防火区画が形成されていない場合は適切な措置を講ずる。 

 

竪穴区画の階段部分に、階段以外の用途（精算機の設置）が発生していることを確認した。 

（写真-6） 

⇒確認・是正内容：精算機撤去予定。 

 

竪穴区画の階段の扉が熱感知による自動閉鎖式であったと思われるが、金具が撤去されている。 

（写真-7） 

⇒確認・是正内容：撤去後改修は既存不適格ではないため、煙感知器連動閉鎖の扉へ是正。 

 

現地調査で昭和47年竣工図では防火シャッターであったが現状は間仕切壁となっている部を 
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複数ヵ所確認した。平成28年付の耐震補強工事完成図面に間仕切壁の仕様について記載があり、

耐火構造の壁であることを確認した。（写真-17、19） 

間仕切壁の仕様：強化石膏ボードt12.5＋珪酸カルシウム版t=6両面貼A-EP 

1時間耐火構造大臣認定番号：FP060NP-0384（1) 

 

    防火区画壁を貫通する配線の区画貫通処理がされていない箇所を確認した。（写真-20） 

    ⇒確認・是正内容：区画貫通処理を施す。 

   【既存不適格】 

    竪穴区画の階段の扉が煙感知器連動ではなく、熱感知器連動閉鎖式となっていたため、既存不

適格である。（昭和49年1月1日改正）（写真5、9、11、12） 

    ⇒既存不適格：改修時に遡及予定。 

 

法第36条（令第114条） 建築物の界壁、間仕切壁及び隔壁 該当しない 

    当該建築物は、長屋、共同住宅、学校等の対象用途に該当しない。 

 

一般構造関連規定 

 

法第28条第1項 居室の採光 該当しない 

    当該建築物は、学校、病院棟の対象用途に該当しない。 

 

法第28条第2項 居室の換気 要確認・是正 

居室には換気のための窓その他の開口部を設けるか、換気設備を設けなければならない。 

 

昭和47年空調衛生設備図に換気図面がある。地下1階事務室、地下2階詰所、宿泊室については 

   現地目視調査では確認ができないが、図面とおりであれば支障なしとする。 

地下1階リフレッシュルームについては、現地確認で換気口を1ヵ所確認したが、排気口又は給

気口が不足していないか懸念事項である。（写真-15） 

⇒確認・是正内容：引き続き居室として使用する場合は、給気口設置等の措置を図る。 

 

法第28条第3項 換気 該当しない 

    当該建築物には特殊建築物の居室、火を使用する設備等を設けた調理室等はないため、該当し

ない。（ガス栓は設置されているが、ガスコンロは未設置） 

 

法第28条の2第1項第一号、二号  

石綿その他の物質の飛散又は発散に対する衛生上の措置 
既存不適格 

平成15年7月1日建築物に使用する石綿等に係る規制が施行され、石綿等を含有する建築材料の

使用が全面禁止された。当法律の施行前に着工している建築物は既存不適格である。 

⇒既存不適格：対応が必要な箇所がある場合は、改修時に封じ込め等の対応を行う。 

 

法第28条の2第1項第三号  シックハウス対策 既存不適格 

平成18年10月1日シックハウス対策に係る規制が施行され、衛生上の支障を生ずるおそれがあ

る物質(ホルムアルデヒド、クロルピリホス)および換気設備について規制が定められている。 

当法律の施行前に着工している建築物の居室は既存不適格である。 

⇒既存不適格：増築部分と別室であれば現状のままとする。 

 

法第29条 地階の居室 該当しない 

    当該建築物の地階には住宅の居室等の対象用途の居室を有しないため、該当しない。 

 

法第36条（令第21条）  居室の天井の高さ 適合 

    居室の天井の高さは、2.1m以上でなければならない。 

    現地で天井高さが2.1m以上であることを確認した。 
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法第36条（令第22条） 居室の床の高さ、防湿方法 該当しない 

    当該建築物は木造ではないため、該当しない。 

 

法第36条（令第23条、第25条）  階段 適合・既存不適格 

    階段寸法は、居室の床面積の合計が100㎡を超える地階におけるものは、階段の幅120cm以上、

蹴上寸法20cm以下、踏面寸法24cm以上としなければならない。また、階段には手すりを設けなけ

ればならない。 

 

    現地で4カ所全ての階段において規定寸法以上であることを確認した。 

    No.2及びNo.3階段に手すりが未設置であった。手すり設置の規定は、平成12年6月1日に改正さ

れたため、平成12年6月より以前に工事着工された建築物は既存不適格である。 

    （写真-8、10） 

    ⇒階段の改修が無ければ現状のままとする。 

 

設備関連規定 

 

法第31条 便所 適合 

    下水道処理区域内においては、便所は水洗便所としなければならない。 

 

     現地で敷地内に下水桝を確認し、便所が水洗便所であることを確認した。 

    目視確認で不適合部分は確認されていない。 

 

法第32条 電気設備 適合 

    電気設備は建築物の安全及び防火に関するものの定める工法によって設けなければならない。 

 

    目視確認で不適合部分は確認されていない。 

 

法第33条 避雷設備 該当しない 

    当該建築物の高さは20mをこえないため、該当しない。 

 

法第34条第1項 昇降機 該当しない 

    当該建築物に昇降機の設置はないため、該当しない。 

 

法第34条第2項 非常用の昇降機 該当しない 

    当該建築物に非常用の昇降機の設置はないため、該当しない。 

 

法第36条 給水、排水その他の配管設備 適合 

    建築物に設ける給水、排水その他の配管設備の設置及び構造は、施行令に定める基準によるも

のとしなければならない。 

 

    目視確認で不適合部分は確認されていない。 

 

法第36条 浄化槽 該当しない 

    当該建築物に浄化槽の設置はないため、該当しない。 

 

法第36条 煙突 該当しない 

    当該建築物に煙突の設置はないため、該当しない。 

 

 

以 上 
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調査資料 
 

◇確認した受領資料 

 
○図面 

    ・昭和47年度設計、竣工図（意匠） 

    ・平成17年6月_古沢公園電気現況図 

       ・昭和45年度 古沢公園駐車場（仮称）新築電気工事 

    ・2016年（平成28年3月）古沢公園駐車場耐震補強工事_竣工図【意匠図】 

 

◇確認した法令等 
・建築基準法 

・建築基準法施行令 

・建築基準法に基づく建設省・国土交通省告示 

・愛知県建築基準法関係例規集 

 

◇参考にした書籍 
・建築確認のための基準総則・集団規定の適用事例2022年度版（日本建築行政会議） 

・建築物の防火避難規定の解説2025（日本建築行政会議 

・建築設備設計・施工上の運用指針2025（日本建築設備・昇降機センター） 
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調査結果資料  

  
 



（GL階と地下1階の間）

調査結果図-　G階（地上階）

調査結果図-　R階

道路幅員

約15,100㎜
階段室

道路中心高さからの高さ約3,700㎜

道路斜線制限

道路幅員15,100㎜ ⇒明らかに適合

道路幅員

約15,120㎜

道路幅員

約5,900㎜

道路幅員

約15,020㎜

階段室

道路中心高さからの高さ約3,700㎜

道路斜線制限

道路幅員5,900㎜ ⇒明らかに適合

換気筒

道路中心高さからの高さ約2,750㎜

道路斜線制限

道路幅員15,100㎜ ⇒明らかに適合

階段室

道路中心高さからの高さ約3,700㎜

道路斜線制限

道路幅員5,900㎜ ⇒明らかに適合

階段室横ダクトスペース

道路中心高さからの高さ約5,370㎜

道路斜線制限

道路幅員5,900㎜ ⇒明らかに適合

器具庫

愛知県建築基準法関係例規集P.6

「小規模な倉庫」に該当しないため建築物と判断

・計画の通知履歴不明 法第18条

写真-3

・建築物の基礎未設置 法第20条

写真-4

便所

・計画の通知履歴不明 法第18条

写真-2

古沢公園駐車場

・計画の通知履歴不明

法第18条

写真-1

NO.2階段 NO.3階段

NO.4階段

NO.1階段

設備室

設備室、ファンルーム共に階段との

区画がされていない（扉にガラリの設置）

竣工図から変更ないため本調査では不問とする

ファンルーム



調査結果図-　地下1階

NO.2階段

・階段の手すり未設置

令第25条（既存不適格）

写真-8

・煙感知器連動閉鎖扉

令第112条、第123条（既存不適格）

写真-9

NO.3階段

・階段の手すり未設置 令第25条（既存不適格）

写真-10

・煙感知器連動閉鎖扉 令第112条、第123条（既存不適格）

写真-11

NO.4階段

・煙感知器連動閉鎖扉 令第112条、第123条（既存不適格）

写真-12

リフレッシュルームからの経路

・非常用の照明装置

令第126条の4

写真-13

リフレッシュルーム

・換気設備 法第28条第2項

写真-15

・排煙設備 令第126条の2

写真-16

事務室

・排煙設備

無窓居室の排煙設備未設置

令第126条の2

写真-14

連絡通路出入口

熱感知器連動閉鎖扉

リフレッシュ

ルーム

防火区画（面積区画）4カ所

・防火区画壁仕様 令第112条（適合確認）

写真-17

NO.2階段 NO.3階段

NO.4階段

NO.1階段

NO.1階段

・煙感知器連動閉鎖扉

令第112条、第123条（既存不適格）

写真-5

・階段内に精算機設置

竪穴区、屋内避難階段 階段とその他の区画

令第112条、第123条

写真-6

・連動閉鎖感知器の金具撤去 令第123条

写真-7

内装制限

・天井仕上げ材

令第128条の4,5

写真-18

防火区画（面積区画、竪穴区画）想定位置を示す

（RC造のためスパンドレルの記載は省略）



調査結果図-　地下2階

NO.4階段

・避難階段の構造 煙感知器連動閉鎖

令第123条（既存不適格）

写真-12

防火区画

・設備配線貫通部 令第112条

写真-20

NO.2階段 NO.3階段

NO.4階段

NO.1階段

防火区画（面積区画）4カ所

・防火区画壁仕様 令第112条（適合確認）

写真-19

防火区画（面積区画、竪穴区画）想定位置を示す

（RC造のためスパンドレルの記載は省略）

NO.3階段

・階段の手すり未設置 令第25条（既存不適格）

写真-10

・煙感知器連動閉鎖扉 令第112条、第123条（既存不適格）

写真-11

NO.2階段

・階段の手すり未設置

令第25条（既存不適格）

写真-8

・煙感知器連動閉鎖扉

令第112条、第123条（既存不適格）

写真-9

詰所

・排煙設備

無窓居室の排煙設備未設置

令第126条の2

写真-21

内装制限

・天井仕上げ材

令第128条の4,5

写真-18



No. 1 敷地

遵法性調査

・建築時の計画の通知の履歴が不明である

法第18条

計画の通知の履歴不明

No. 2 敷地

遵法性調査

・建築時の計画の通知の履歴が不明である

法第18条

計画の通知の履歴不明

No. 3 敷地

遵法性調査

・建築時の計画の通知の履歴が不明である

法第18条

計画の通知の履歴

No. 4 敷地

遵法性調査

・建築物の基礎が未設置である

　

法第20条(令第38条)

建築物の基礎

古沢公園駐車場

　駐車場

　便所

　器具庫

　器具庫

調査結果写真-1



No. 5 地下1階

遵法性調査

・煙感知器連動閉鎖扉

　熱感知器連動閉鎖となっている

　基準時：平成12年6月1日

法第35条（令第123条）、法第36条（令第112条）

竪穴区画、避難階段の構造（既存不適格）

No. 6 地下1階

遵法性調査

・階段内に精算機が置かれている

　竪穴区画、屋内避難階段の構造

　階段とその他の区画が未形成である

法第35条（令第123条）、法第36条（第112条）

竪穴区画、避難階段の構造

No. 7 地下1階

遵法性調査

・連動閉鎖感知器の金具が撤去されている

法第35条（令第123条）、法第36条（第112条）

竪穴区画、避難階段の構造

No. 8 地下1～2階

遵法性調査

・階段の手すり未設置

　基準時：平成12年6月1日

法第36条（令第25条）

階段の手すり（既存不適格）

古沢公園駐車場

　NO.1階段

　NO.1階段

　NO.1階段

　NO.2階段

調査結果写真-2



No. 9 地下1・2階

遵法性調査

・煙感知器連動閉鎖扉

　熱感知器連動閉鎖となっている

　基準時：平成12年6月1日

法第35条（令第123条）、法第36条（令第112条）

竪穴区画、避難階段の構造（既存不適格）

No. 10 地下1～2階

遵法性調査

・階段の手すり未設置

　基準時：平成12年6月1日

法第36条、令第25条

階段の手すり（既存不適格）

No. 11 地下1・2階 　NO.3階段

遵法性調査

・煙感知器連動閉鎖扉

　熱感知器連動閉鎖となっている

　基準時：平成12年6月1日

法第35条（令第123条）、法第36条（令第112条）

竪穴区画、避難階段の構造（既存不適格）

No. 12 地下1・2階

遵法性調査

・煙感知器連動閉鎖扉

　熱感知器連動閉鎖となっている

　基準時：平成12年6月1日

法第35条（令第123条）、法第36条（令第112条）

竪穴区画、避難階段の構造（既存不適格）

古沢公園駐車場

　NO.2階段

　NO.3階段

　No.4階段

調査結果写真-3



No. 13 地下1階

遵法性調査

・リフレッシュルーム（居室）からの

　経路上に非常用の照明装置が未設置

　（リフレッシュルームは床面積30㎡以下で

　　設置免除が可能）

法第35条（令第126条の4、告示第1411号）

非常用の照明装置

No. 14 地下1階

遵法性調査

・排煙のための開口部が確認できない

法第35条（令第126条の2）

排煙設備

No. 15 地下1階

遵法性調査

・居室のための換気開口なし

　機械換気設備を設置する必要があるが、

　換気開口が1ヵ所のみであり、排気口又は

　給気口が不足していないか懸念事項である

法第28条（令第20条の2）

居室の換気

No. 16 地下1階

遵法性調査

・排煙のための開口部が確認できない

法第35条（令第126条の2）

排煙設備

　リフレッシュルーム

　事務室

　リフレッシュルーム

古沢公園駐車場

　スロープ入口

調査結果写真-4



No. 17 地下1階

遵法性調査

・防火区画壁耐火構造の確認

　防火シャッターを間仕切壁に変更している

　（4カ所）

1時間耐火構造：FP060NP-0384（1)

法第36条（令第112条）

面積区画の仕様（1時間耐火構造）（適合確認）

No. 18 地下1,2階

遵法性調査

・天井仕上材が図面上「蛭石吹付」と記載あるが

　準不燃材料以上であるか不明

法第35条の2（令第128条の4、5）

特殊建築物の内装制限

No. 19 地下2階

遵法性調査

・防火区画壁耐火構造の確認

　防火シャッターを間仕切壁に変更している

　（4カ所）

1時間耐火構造：FP060NP-0384（1)

法第36条（令第112条）

防火区画（1時間耐火構造）（適合確認）

No. 20 地下2階

遵法性調査

・設備配線の防火区画貫通部が未処理

法第36条（令第112条）

防火区画

　天井

古沢公園駐車場

　駐車場

　駐車場

　駐車場

調査結果写真-5



No. 21 地下2階

遵法性調査

・排煙のための開口部が確認できない

法第35条（令第126条の2）

排煙設備

古沢公園駐車場

　詰所

調査結果写真-6



要是正等箇所の対応方針について 
 
古沢公園駐車場建築基準法適合状況調査報告書（令和８年６月）（以下、「報告書」）において、昭和４７年建設当初から今日までの間、都市計画施設である公共駐車場として利用者サービス向

上など施設運営を図る中で、一部の箇所について、その適法性を是正する必要があるため、その対応方針について以下に示す。 

なお、報告書においては階数を 2として整理しているが、増築等を行う際に階数を 2以外と整理する場合には、以下の対応方針に限らず、適合する法令等を遵守する必要がある。 

条項 内容 対応方針 実施時期 

法第 18 条 計画の通知 

・古沢公園駐車場本体建築物の計画の通知の履歴が確認できない。 － － 

・敷地内（地上）に建築された便所の計画の通知の履歴が確認できない。 

・敷地内（地上）に設置された器具庫の計画の通知の履歴が確認できない。 
撤去 

古沢公園改修時 

（＝令和 17 年度までに） 

法第 20 条 建築物の基礎 ・敷地内（地上）に増築された器具庫に基礎が設けられていない。 撤去 
古沢公園改修時 

（＝令和 17 年度までに） 

法第 28 条第 2項 居室の換気 
・地下 1階リフレッシュルームについては、現地確認で換気口を 1ヵ所確

認したが、排気口又は給気口が不足していないか懸念事項である。 
居室として使用する場合は、給気口設置 

古沢公園駐車場改修時 

（＝令和 17 年度までに） 

法第 35 条 避難階段 

・屋内避難階段に、階段以外の用途（精算機の設置等）が発生しているこ

とを確認した。 

精算機を支障のない位置に移設または撤

去 
令和 8年度 

・避難階段の扉が熱感知による自動閉鎖式であったと思われるが、金具が

撤去されている。 
煙感知器連動閉鎖の扉へ改修 令和 8年度 

法第 35 条 排煙設備 
・地下 1階事務室、リフレッシュルーム、地下 2階詰所に排煙設備が必要

となるが、防煙たれ壁その他の排煙設備の設置が確認できない。 
居室として使用しない 

古沢公園駐車場改修時 

（＝令和 17 年度までに） 

法第 35 条 非常用の照明装置 
・地下 1階リフレッシュルームから階段までの経路に 非常用の照明装置 

が設置されていない。 

階段までの経路に非常用の照明装置を設

置 
令和 8年度 

法第 35 条の 2 特殊建築物等の内装 
・天井仕上げ材は「蛭（ひる）石吹付」と記載があり、準不燃材料以上と

なっているか確認ができない。 
準不燃材料以上であるか確認 

古沢公園駐車場改修時 

（＝令和 17 年度までに） 

法第 36 条 防火区画 

・竪穴区画の階段部分に、階段以外の用途（精算機の設置等）が発生して

いることを確認した。 

精算機を支障のない位置に移設または撤

去 
令和 8年度 

・防火区画壁を貫通する配線の区画貫通処理がされていない箇所を確認し

た。 
区画貫通処理 令和 8年度 

・竪穴区画の階段の扉が熱感知による自動閉鎖式であったと思われるが、

金具が撤去されている。 
煙感知器連動閉鎖の扉へ改修 令和 8年度 

・地下 1 階、地下 2 階の一部 PS・DS で防火区画が形成されている必要が

ある※が、内部が確認できない。（※報告書の調査結果図の赤線参照） 
防火区画が形成されているか確認 

古沢公園駐車場改修時 

（＝令和 17 年度までに） 

・「車路」と「その他（PS・DS・居室・機械室等）」について、竪穴区画が

形成されていない。 

地下 2 階の PS・機械室の開口部は防火設

備の建具等へ改修、地下 1階事務室、地下

2階詰所は居室として使用しない 

古沢公園駐車場改修時 

（＝令和 17 年度までに） 

別 紙 





























H24.3 耐震診断報告書（抜粋）
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